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フェデラル・エクスプレス（FDX）航空80便横転炎上事故から救急を考える
A Lesson Learned from an FDX Crash Case at Narita International Airport in 
Japan in March 2009
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ABSTRACT
　Airport Emergency Services are provided by airport administrators, ruled by the 
Chicago Convention, and actually enacted by the ICAO. However, each airport 
should have an original emergency plan to meet their respective needs and 
circumstances. In other words, through the FDX Crash Case, Narita International 
Airport has learned that we should have a clear, simple, immediately effective and 
practical emergency plan. First, an information system among hospitals around the 
airport is important. Second, to work in closer cooperation with firefighting agencies, 
hospitals, Emergency Operation Centers in the airport, and other persons concerned 
should be emphasized as well. Third, improvement concerning practical methods 
should be pursued in everyday tasks.
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（Emergency Medical Information System：
EMIS）3）を補足するもので、事故現場の医師と
病院との間で、空港の現場からの発信を可能にし、
かつ、災害拠点病院を含む全ての病院が収容の進
捗状況を把握できるシステムの存在である。
第２に、消防の管轄のことである。日本では、
消防の管轄は市町村単位が原則あり 4）、千葉県で
は消防による県単位での同時一体の活動は、東京
都の東京消防庁の場合と異なって容易ではない。
成田国際空港周辺のように医療の密度が薄いとこ
ろでは、災害拠点病院又はそれに準じる病院はそ
れぞれの消防の管轄の中心に位置する。そして大
規模航空機事故の場合のように、単独の災害拠点
病院のみで対処できないケースでは、現状では異消火活動をおこなう空港消火隊
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なる消防の管轄下にある病院間、及び同一管轄内
の病院の間の連携が円滑ではない5）。特に日本にお
いて最近配備が進んでいるドクターヘリや防災ヘ
リによって患者が運航されるときに、連携の不足
が顕著になる。それは、回転翼航空機が患者搬送
の所要時間を著しく短縮したためである。これに
よって市町村単位の枠組みが、この新たな方法に
見合うように修正される必要がある。修正前にお
いては、空港内の大規模航空機事故の場合に、こ
うした病院間の連携の不足が救急活動起動の遅延
となって現れ、同時に緊急度重症度判断とトリアー
ジ調整不足となって現れる可能性を否定できない。
第３に、極めて実際的な修正では、救急医等が
空港に進出するときの経路の確保や、税関、航空
保安などの目的に応じて設けられた入場規制での
身分等の確認のことがある。
名古屋空港での中華航空機墜落事故（19944年
４月 26日）では、外部から救援に向かった医師
や看護師が、空港への入り口を発見できずに時間
を浪費した 6）。これを解決するためには、航空機
事故がいつ、どこで発生するか分からないことか
ら、すでに普及している携帯電話等のコミュニケ
ーションツールで、関係者が日常的に大規模航空
機事故及びこれに準じる事故に関する情報を受信
できることが望ましい。その後、当該関係者が空
港の警備所等を通過する際も身分等の確認を簡便
かつ確実な方法として設定することが必要にな 
る 7）。そのほか、従来からの訓練を補足するため
に、下記の表に示す実施が必要になる。
事例検討
航空機事故を含む事故事例
検証及び対応
トレーニング 実践時間に即した机上訓練
システム開発 動態および情報把握
ソフトマネジメント＆
コミュニケーション
関係機関との連携
4　お　わ　り　に
平成23年３月11日に発生した東日本の大震災は、
関東地域の防災、保安関係者にも多くの教訓を残
した。成田国際空港株式会社では、空港消防によ
る消火・救出を除いて、総合的に救難に係わる手
段を持たないものの、官僚的な形式処理に終始す
ることなく、この教訓を実践的に生かさなければ
ならない。そうでなければ１日当たり約９万人の
成田国際空港の利用者の生命の確保に、誰も責任
を果たせないことになる 8）。このために成田国際
空港の航空機事故対処の関係者は、とりわけ空港
ターミナルを行きかう多くの旅人の表情を真摯に
見つめ続けるとともに、前項の細目に加え、今後
について次の表のようなクライシスマネジメント
的視点を備える必要がある。
防災計画広報
実践的で、第三者にも明確な計画
を作成し、関係機関に周知する
機関連携 関係機関の役割、位置づけを明確化
防災計画の細分化 内部個人に対し役割分担を明確化
ワークショップ 関係機関合同勉強会
これらのマクロ的な視点と、前項のミクロ的な
視点とが並行して整理されることが、以降の航空
機事故対応には肝要になる。
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